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平成28年度第1回新宿区特別職報酬等審議会議事録要旨 

 

【日時】  平成２８年１１月２４日（木）午前１０時００分から 

【会場】  区役所本庁舎６階 第２委員会室 

 

（出席委員）大 崎 秀 夫  大 室 新 吉  くまがい 澄子  

桑 原 公 平  佐々木 ひろ子  新 妻   剛 

濱 田 一 成  宮 嶋   忍  六 田 文 秀 

渡 辺 芳 子 

 

（事務局）総務部長 寺田 好孝  総務課長 高木 信之 

  財政課長 大柳 雄志  監査事務局長 北村 仁英  教育調整課長 木城 正雄 

   総務係長 和田 幸雄  総務係  黒川 哲 

 

【会議概要】 

１ 定足数確認（総務課長） 

 「新宿区特別職報酬等審議会条例第６条」に定める定足数については、１０名の委員の出

席により会議が成立する旨報告 

２ 開会 

３ 議事録署名委員の選出 

  宮嶋委員、六田委員の２名を選出 

４ 諮問 

区長から審議会に、「新宿区特別職の報酬等の改定について」諮問した。 

５ 事務局説明 

  資料について説明 

  ・「平成２８年特別区人事委員会勧告について」 

  ・「特別職報酬等審議会への諮問事項」 

（総務課長） 諮問の具体的な事務局案として、次のとおり提案する。 

・区長、副区長、教育長及び常勤の監査委員の給料の額、並びに区議会議員の議員報酬の

額を、現行額から０．１５％相当引き上げる。 

６ 質疑応答 

(渡辺委員) 

(財政課長) 

 平成２７年度の歳入、歳出の決算額について教えていただきたい。 

 歳入は総額で１，４３６億円、うち補助金等使途が決まっているものを除いた

（写） 
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(総務課長) 

 

 

(宮嶋委員) 

 

 

(総務課長) 

 

 

(濱田会長) 

 

 

 

(濱田会長) 

 

 

(総務課長) 

(濱田会長) 

( 一同 ) 

一般財源が９２８億円である。歳出は１，３９３億円である。また、基金残高は

３９５億円で、区債現在高は２２０億円となっている。 

 補足だが、今回事務局から提案した案どおりに改定を行った場合、区長の給料

については１，１６６，０００円となり、平成２２年度と同水準の額に戻ること

となる。減額が続いていたが、平成２６年度からは引き上げとなっている。 

 以前、特別職の報酬等については、官と民の給与の差額分を引き下げてきた。

今回、以前と同様に、民間給与との差を理由として引き上げを行うということで

よいか。 

 そのとおりである。平成２１年度から２５年度までは引き下げを行ってきた。 

平成２６年度、２７年度は引き上げ。そして、今回の２８年度も過去２年間と同

様に、増額の改定で提案させていただいている。 

 一般職員については、公民の較差を解消するために給与改定が行われる。特別

職の報酬等についても、一般職員の給与等を参考として上げ下げを行っている。

期末勤勉手当については、今回、一般職員では勤勉手当に割り振られているため、

勤勉手当のない特別職の改定は見送る、ということである。 

 公民較差が０．１５％であるのに対し、給料表の改定率は０．２％となってい

るが、この０．２％というのは諸手当やはね返り分も含めた率ということでよい

か。 

 そのとおりである。 

 議論いただいたが、原案についていかがか。 

 異論なし。 

 

※休憩再開後 

(濱田会長) 

(総務課長) 

(濱田会長) 

(六田委員) 

 

 

 

( 一同 ) 

(濱田会長) 

 事務局に答申案文の朗読を求める。 

 －答申案文朗読－ 

 答申案文について、質問や意見はあるか。 

 「平成２７年度末の基金残高は３９５億円で、依然として区債現在高を上回り」

とあるが、区債現在高についても具体的な額として「２２０億円」を入れたほう

が良いのでは。基金残高と区債現在高、両方の額を入れることで、区の財政状況

を明確にすることができる。 

 異議なし 

 では、この答申案文を修正した内容で答申する。 

 以上で本日の審議は終了する。 
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７ その他 

(濱田会長) 次に、事務局から「区長等の期末手当の支給方法の改定」について報告がある。 

  事務局 説明 

  ・「区長等の期末手当の支給方法の改定」について 

    区長、副区長及び常勤の監査委員の期末手当の支給割合を算定する際に、疾病等によ

り職務を遂行できなかった日があるときは、その日数を除算することとする。 

  質疑応答  なし 

(濱田会長) 続いて、事務局から「行政委員等の月額報酬の支給方法の改定」について報告

がある。 

 事務局 説明 

  ・「行政委員等の月額報酬の支給方法の改定」について 

    月額で報酬を支給している教育委員及び監査委員の行政委員、並びに附属機関の構成

員が疾病等により職務を遂行できなかった期間があるときは、当該月の報酬の全部又は

一部を支給しないことができることとする。 

  質疑応答  なし 

 

(濱田会長) 以上で、本日の議事をすべて終了する。区長からあった諮問に対する答申は、

後で審議会を代表して区長に渡す。これで審議会は閉会する。 

 

８ 閉会 

 

 

 

 

 

 

 

議事録署名委員                    印  

 

議事録署名委員                    印  

 

省 略 


